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我が国の令和５年の出生数は約73万人となり、急速に少子化は進んでおり、本町において

も、令和４年の出生数は146人と平成27年より56人減少し、全国と同様に少子化が進行し

ている状況です。

国においては、これまでこどもに関する各般の施策の充実に取り組んできましたが、少子

化の進行、人口減少に歯止めがかかっておらず、一方で、児童虐待相談や不登校の件数が増

加するなどこどもを取り巻く状況は深刻となっています。

そのため、国は、こどもの最善の利益を第一に考え、こどもに関する取組や政策を我が国

の社会の真ん中に据えて、強力に進めていくため、令和５年４月に「こども家庭庁」を発足

させました。こども家庭庁は、こども政策の司令塔となり、省庁の縦割りを排し、これまで

の組織の間でこぼれ落ちていたこどもに関する福祉行政を一元的に担うこととなっていま

す。同時に、「こども基本法」が施行され、こども施策を総合的に推進するため、令和５年

12月には「こども大綱」が閣議決定されたことにより、少子化対策や「こどもまんなか社会」

の実現に向けた取組は、重要事項のひとつとなっています。

令和６年６月には、子ども・子育て支援法の改正法が成立し、児童手当の所得制限を撤廃

し、18歳まで対象年齢を引き上げることに加えて、働いていなくても子どもを保育所などに

預けられる「こども誰でも通園制度」の創設や、育児休業給付の拡充などが示されています。

また、家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認められる子どもたち、

いわゆる「ヤングケアラー」について、国や地方公共団体等の支援の対象にすることが明記

されるなど、あらゆる視点から子ども・子育て支援施策を展開していくことが重要となって

います。

こうした背景を踏まえ、「第２期上里町子ども・子育て支援事業計画」の計画期間が令和

６年度末に終了することから、これまでの施策や取組の評価や課題等を踏まえ、さらなる子

育て支援の充実を図るとともに、少子化対策や貧困対策、子ども・若者育成支援なども含め

たこども施策を総合的かつ一体的に推進するため、「こども基本法」に基づいた「上里町こ

ども計画」を策定します。

資料：人口動態統計
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「こども基本法」とは、すべてのこどもが健やかに成長し、幸福な生活を送ることができ

る社会の実現を目指し、こどもに関する施策を総合的に進めることを目的としています。

令和５年12月には、国はこども施策を総合的に推進するための「少子化社会対策大綱」、

「子供・若者育成支援推進大綱」、「子供の貧困対策に関する大綱」を一体化させた「こど

も大綱」を閣議決定し、こども基本法第10条において、国の「こども大綱」を勘案した「市

町村こども計画」を策定するよう努力義務が課せられています。

「市町村こども計画」は、「子ども・子育て支援法」に基づき策定している「子ども・子

育て支援事業計画」等、その他法令の規定により地方公共団体が作成する計画であって、こ

ども施策に関する事項を定めるものと一体の計画として策定することができるとされてい

ます。

本計画は、こども・若者や子育て当事者に関する施策について定めています。本計画で、

「こども」とは、こども基本法第２条に基づき「心身の発達の過程にある者」とし、必要な

支援が特定の年齢で途切れることなく提供されることを図ります。

「若者」とは、思春期（中学生から概ね18歳まで）及び青年期（概ね18歳以降から30歳

未満までで、施策によってはポスト青年期の者も対象）の者とします。
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本計画は、子ども・子育て支援法第61条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」

及びこどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第10条第２項に基づく「市町村

計画」、子ども・若者育成支援推進法第９条第２項に基づく「市町村子ども・若者計画」を

一体の計画として、こども基本法第10条に基づく「市町村こども計画」として策定したもの

です。

加えて、本計画の策定にあたっては、町の総合振興計画や地域福祉推進プラン、男女共同

参画推進プラン、障害児福祉計画などの上位・関連計画との整合性を持つものとして定めて

います。

本計画は、令和７年度から令和11年度までの５年間を計画期間とします。

ただし、国や県の施策の動向、社会経済情勢の変化状況を見極めながら、必要に応じて見

直しを行うこととします。
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本町の総人口は、令和６年４月１日現在30,483人となっており、令和２年と比べると

419人減少しており、年々減少傾向という状況です。

年齢区分別に見ると、令和６年４月１日現在、年少人口（0～14歳）は3,260人（10.7％）

となっており、少子化が進行しています。

世帯数は、令和６年４月１日現在13,571世帯となっており、令和２年と比べると、約650

世帯増加している一方、１世帯当たり人員は2.25と減少傾向で、世帯の細分化が進行してい

ます。

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）
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令和２年から令和６年までの人口の推移を基に算出した人口推計について、総人口は令和

10年で３万人を下回り、令和11年には29,806人になることが予測され、令和7年以降も

減少傾向となっています。

年齢区分別に見ると、年少人口（0～14歳）は令和９年には3,000人を下回り、令和11

年には2,845人（9.5％）となることが予測されています。

資料：住民基本台帳に基づき算出（各年４月１日現在）
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本町のこども・若者の人口は、令和６年４月１日現在10,836人となっており、令和２年

と比べると約800人減少しています。各年齢区分で減少しており、就学前児童（0～5歳）で

は169人、小学生（6～11歳）では184人の減少となっています。

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）
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こども・若者の人口推計については、令和11年には10,049人となることが予測され、令

和７年と比べると590人減少しています。年齢区分ごとにみても、29歳以下の区分は減少

しており、就学前児童（0～5歳）では140人、小学生（6～11歳）では100人の減少とな

っています。

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）

資料：住民基本台帳に基づき算出（各年４月１日現在）
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本町の一般世帯数は、令和２年10月１日現在11,824世帯と、増加傾向となっています。

これを世帯構成別に見ると、平成22年と比べて、４区分のうち「核家族以外の世帯」が減

少する一方、「核家族世帯」、「非親族世帯」、「単独世帯」は増加しています。また、核

家族世帯については、「夫婦と子どもからなる世帯」と「男親と子どもからなる世帯」は減

少しています。

本町については、県や全国平均と比べると、「核家族世帯」の比率が高く、「単独世帯」

の比率が低いのが特徴です。

資料：国勢調査

※不詳を含む

子どもがいる世帯の推移を見ると、令和２年10月1日現在、6歳未満親族がいる一般世帯

が867世帯、18歳未満親族がいる世帯が2,546世帯となっており、いずれも減少傾向とな

っています。

資料：国勢調査
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本町の出生数は、令和５年が140人で、増減はあるものの減少傾向となっています。

また、出生数の増減率は、県や全国平均を上回る減少率（▲29.3%）となっています。

資料：人口動態統計

資料：人口動態統計

本町の合計特殊出生率は、令和５年が1.00で、県や全国平均と比較すると令和２年を除く
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資料：人口動態統計
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女性の就業率は、令和２年は、平成27年と比べて、20代と35～49歳で上昇したのに対

し、30～34歳はわずかに低下したため、結婚・出産期に当たる年代に一旦低下し、育児が

落ち着いた時期に再び上昇するという、いわゆるＭ字カーブを描いていますが、県や全国平

均と比較しても、各年代の就業率は高い水準となっています。

また、25～44歳女性の就業率は、本町は76.1％と、県の65.4％、全国の66.7％を上回

る水準となっています。

資料：国勢調査

資料：国勢調査
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日本のこどもの貧困率は、11.5％と近年減少していますが、いまだ10人に１人のこども

が貧困状態にあるとされています。こうした環境で育つこどもは、医療や食事、学習、進学

などの面で極めて不利な状況に置かれ、将来も貧困から抜け出せないなど危惧されています。

資料：国民生活基礎調査

相対的貧困率：所得中央値の一定割合（50％が一般的。いわゆる「貧困線」）を下回る所得

しか得ていない者の割合。

こどもの貧困率：こども全体に占める、貧困線に満たないこどもの割合。

※本人の収入ではなく、その子が属する世帯の可処分所得をもとに計算。

※「新基準」は、ＯＥＣＤの所得定義の新たな基準で、従来の可処分所得から更に「自動車税・軽自動車

税・自動車重量税」、「企業年金の掛金」及び「仕送り額」を差し引いたもの

本町の児童扶養手当受給者数は、減少傾向にあり令和５年度では317人となっています。
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本町の18歳未満のこどもがいる生活保護世帯数は、増減はあるものの減少傾向にあり、生

活保護世帯に占める割合も減少傾向となっています。

資料：●●
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本町の小学校の就学援助認定者数は、令和５年度には要保護児童数が14人、準要保護児童

数が207人となっており、要保護児童数は減少傾向、準要保護児童数は増加傾向となってい

ます。

また、中学校の就学援助認定者数では、令和５年度には要保護生徒数が11人、準要保護生

徒数が119人となっており、要保護生徒数は増加傾向、準要保護生徒数は概ね横ばいで推移

しています。
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本町の小学校における支援学級の児童数の割合は、令和６年には3.77％となっており、概

ね横ばいで推移しています。

また、中学校における支援学級の生徒数の割合は、令和６年には4.54％となっており、増

減はあるものの、令和４年、令和５年よりも高い水準となっています。

資料：●●

資料：●●
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本町には、令和６年4月1日現在、公立保育所が１園、私立保育所が５園、私立の認定こど

も園が１園、計７園設置されており、定員数は合計で675人（認定こども園の幼稚園部分を

除いた定員は660人）となっています。

また、町内には、令和６年4月1日現在、認可外保育施設が１園あり、定員数は12人とな

っています。

資料：子育て共生課

※萠美チェリッシュこども園の定員は幼稚園部分（15 人）を含む

資料：子育て共生課

保育所等の在園児数は、令和２年の709人から、令和６年には692人に減少しています。

資料：子育て共生課

※( )内は教育認定の内数

保育所
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本町には、令和６年5月1日現在、私立幼稚園が2園設置されています。

なお、私立幼稚園は設置者の教育方針により、対象年齢や教育内容、保育時間、保育日数

は独自に設定しています。

資料：学校教育課

本町には、令和６年5月1日現在、小学校が5校設置されています。

児童総数は、令和６年5月1日現在1,350人と、令和２年と比べて190人の減少となって

います。

資料：学校基本調査
※学級数の( )内は、総学級数の中の特別支援学級数
※児童数の( )内は、総人数の中の特別支援学級の児童人数

本町には、令和６年5月1日現在、中学校が２校設置されています。

生徒総数は、令和６年5月1日現在770人と、令和２年と比べて約100人の減少となって

います。

資料：学校基本調査
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本町には、令和６年度現在、児童館が5館設置されており、健全な遊びを提供し、豊かな

情操を育むこと、子育て支援を行うことを目的としています。

開館時間は、各館とも午前9時～午後5時30分まで、休館日は、日曜日となっています。

資料：子育て共生課

放課後児童クラブは、保護者が就労等により、昼間家庭にいない、小学校に在学する児童

を対象に、放課後の児童の保育を行い、児童の健全育成を図ります。

本町では、令和６年５月１日現在、９クラブ整備されており、定員は合計で395人となっ

ています。

資料：子育て共生課
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放課後等デイサービス事業所は、心身の発達に不安のある就学児童・生徒が授業終了後又

は休日に、通所による集団療育を行い、自主性と社会性を高め日常生活への適応能力の増進

を図る施設です。

本町では、令和６年度現在、２事業所が整備されており、定員は合計で20人となっていま

す。

資料：町民福祉課

本町では、子どもや子育て世帯、妊産婦を対象に医療・福祉・保育・教育などの多方面か

ら継続して一体的な支援を行う場所として、こども家庭センターを設置し、子育て世帯など

に対する一体的な切れ目のない支援を実施しています。こども家庭センターは、従来の母子

健康を担う「子育て世代包括支援センター」と児童福祉を担う「子ども家庭総合支援拠点」

の二つの機能を統合した施設で、令和６年４月施行の改正児童福祉法により新設されました。

また、子育て支援センターを２か所設置しており、子育て家庭に対する育児不安等につい

て相談指導、子育てサークル等への支援、地域の保育ニーズに応じた事業の充実及び家庭で

保育を行う人への育児支援を図る施設で、対象者は、就園前の乳幼児とその保護者です。

資料：子育て共生課
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本計画を策定するにあたり、保育や子育て支援サービスなどのニーズ量の把握とともに、

子育て世帯の就労実態や要望などを把握し、計画策定の基礎資料とするため、就学前児童及

び小学生の保護者を対象に調査を実施しました。

本計画を策定するにあたり、家や学校・職場での様子、将来の希望などについて、こども・

若者の声を聴き、計画策定の基礎資料とするため、小・中学生及び町内在住の15歳～29歳

の若者を対象に調査を実施しました。
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●本町の子育て環境が整っていると思う理由として、仕事と子育ての両立のしやすさや地域

住民同士の支え合いを挙げる保護者が比較的多い一方、「経済的支援の充実」「小児医療体

制の充実」「乳幼児の遊び場の整備」がまちづくりにおいて求められている状況です。

●自宅近くの教育・保育事業の利用を希望される方が多い状況を踏まえるとともに、女性就

業率の上昇や共働き世帯の増加等、教育・保育ニーズへの影響を考慮し、需要に応じた教

育・保育の提供体制の確保に努める必要があります。

●女性就業率の上昇や共働き世帯の増加は、放課後児童クラブの利用ニーズにも影響が大き

いため、放課後児童クラブを含めた子どもの居場所の検討が必要です。小・中学生の居場

所としては、「好きなことをして自由に過ごせる場所」「いつでも行きたいときに行ける場

所」などが求められています。

●同年齢の子どもを持つ者同士の相談・情報交換の場や何でも相談できる総合相談窓口など

を希望する方が多いことから、こども家庭センターの周知と利用促進が課題です。

●小・中学生や若者では、悩みごとなどについて、誰にも相談したり、助けてもらったりし

ようと思わないという人も一定数いることから、一人で悩みや不安を抱え込まないよう、

支援が求められます。

●まわりの人とのつき合いがうまくいかなかったことなどがきっかけで、家からあまり出な

くなったという小・中学生が一定数いることから、そのような人へのサポートやいじめの

防止、不登校等への支援の強化などが求められます。

●小・中学生や若者で、本来大人が担うと想定される家事や家族のお世話をした経験がある

という人が一定数いることから、学業や進学への影響や身体的・精神的負担に配慮した支

援が求められます。

●15歳～29歳の若者では、経済的な困窮で悩んでいたり、実際に経済的に困っていたこと

があるという人が１割以上います。結婚していない理由としてお金に不安があるという人

も２割程度いることから、子ども・若者が将来に希望を持ち、安心して暮らせるための支

援が必要です。

●小・中学生や若者が考える、よりよいまちにするための意見の提案方法は、アンケート調

査などへの回答という方法が多く挙げられており、若者にとっては、メールやＳＮＳも手

法の一つとして挙げられています。
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定期的に利用したい平日の教育・保育事業は、「認可保育所」が58.5%と最も高くなって

います。次に、「幼稚園」が27.9%、「認定こども園」が25.1%、「幼稚園の預かり保育」

の割合が11.0％と続いています。

教育・保育事業を選ぶ際に重視するものは、「自宅の近く（徒歩または自転車で送迎可能

な場所）」が78.9％と最も高くなっています。次に、「園長・職員スタッフ等の対応や園の

印象がよい」が64.2％、「施設・整備が清潔で整っている」が50.2％となっています。

27.9 

11.0 

58.5 

25.1 

3.3 

0.0 

2.1 

2.9 

0.5 

0.7 

3.8 

2.6 

4.8 

0.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体認証保育所

その他認可外保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

特にない

無回答 全体 (n=419)

78.9 

1.3 

24.9 

39.3 

26.5 

50.2 

35.1 

64.2 

3.5 

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅の近く（徒歩または自転車で送迎可能な場所）

駅の近く

職場の近く

自動車で送迎可能な場所

兄弟姉妹が通っている

施設・整備が清潔で整っている

地域の評判がよい

園長・職員スタッフ等の対応や園の印象がよい

その他

無回答 全体 (n=313)
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子育てについての望ましい相談場所は、「同年齢の子どもを持つ者同士の相互の相談・情

報交換の場」が30.5%と最も高くなっています。次に、「子どもについて何でも相談できる

総合的な窓口」が28.9％、「専門的な機関が行う相談の場」が23.4％となっています。

23.4 

28.9 

20.1 

22.8 

30.5 

9.6 

4.3 

1.0 

20.3 

10.7 

0% 10% 20% 30% 40%

専門的な機関が行う相談の場

子どもについて何でも相談できる総合的な窓口

電話やインターネットなど匿名で相談できる場

身近な地域で気軽に相談できる場

同年齢の子どもを持つ者同士の相互の相談・

情報交換の場

子育て経験者による体験に基づいた子育て

相談の場

家庭訪問による相談

その他

特にない

無回答 全体 (n=394)
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小学校就学後の放課後の過ごし方については、小学校低学年（１～３年生）のときは、「自

宅」が42.3％と最も高くなっています。次に、「放課後児童クラブ」が39.7％、「習い事・

塾・スポーツクラブ」「児童館」が21.8％となっています。

小学校高学年（４～６年生）のときは、「自宅」が64.1％と最も高くなっています。次に、

「習い事・塾・スポーツクラブ」が35.9％、「放課後児童クラブ」が26.9％となっていま

す。

42.3 

7.7 

21.8 

21.8 

3.8 

39.7 

1.3 

0.0 

3.8 

6.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事・塾・スポーツクラブ

児童館

放課後子供教室

放課後児童クラブ

放課後等デイサービス

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館・公園等）

無回答 全体 (n=78)

64.1 

16.7 

35.9 

15.4 

1.3 

26.9 

1.3 

0.0 

6.4 

6.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事・塾・スポーツクラブ

児童館

放課後子供教室

放課後児童クラブ

放課後等デイサービス

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館・公園等）

無回答 全体 (n=78)
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上里町における子育て環境の満足度においては、「まあまあ満足」が47.3％と最も高く、

「満足」と合わせると56.1％となります。一方、「やや不満」は29.6％、「不満」と合わ

せると42.5％となります。

満足・まあまあ満足と回答した理由は、「家から近いところで働けるので仕事と子育てが

両立しやすい」が40.4％と最も高く、次に、「自然環境が良い」が25.5％となっています。

8.8 

47.3 

29.6 

12.9 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

満足

まあまあ満足

やや不満

不満

無回答 全体 (n=419)

19.6 

40.4 

6.0 

22.1 

25.5 

3.8 

12.3 

8.1 

10.6 

20.4 

6.0 

0.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

地域の人や知人が何かと助けてくれる

家から近いところで働けるので仕事と子育て

が両立しやすい

教育環境が良い

住宅事情が良い

自然環境が良い

子育てについての情報を得やすい

子育てについて相談できる場が身近にある

保育サービスが充実している

子どもの遊び場が多い

子育てについて職場の理解がある

その他

無回答 全体 (n=235)
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やや不満・不満と回答した理由は、「子どもの遊び場が少ない」が65.7％と最も高くなっ

ています。次に、「保育サービスが不足している」が36.0％、「子育てについての情報が得

にくい」が30.9％となっています。

7.9 

19.7 

21.9 

5.1 

9.0 

30.9 

10.1 

36.0 

65.7 

5.6 

25.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

地域の人や知人の助けがあまりない

近くに仕事が少なく、仕事と子育ての両立が

むずかしい

教育環境に不満がある

住宅事情に不満がある

自然環境に不満がある

子育てについての情報が得にくい

子育てについて相談できる場が身近にない

保育サービスが不足している

子どもの遊び場が少ない

子育てについて職場の理解が少ない

その他

無回答 全体 (n=178)
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子育てしやすいまちづくりの施策として、「子育てへの経済的支援の充実」が52.7％と最

も高くなっています。次に、「小児医療体制の充実」が52.3％、「乳幼児の遊び場の整備」

が44.4％となっています。

19.6 

52.3 

44.4 

6.9 
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17.4 
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25.8 

8.1 

27.0 
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3.6 
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母子保健サービス（乳幼児健康診査や
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小児医療体制の充実

乳幼児の遊び場（公園や児童館など）の整備

親同士の交流や地域の子育て支援活動への

支援

子育てに関する相談や情報提供の充実

保育所等の充実

幼稚園の充実

放課後児童クラブや放課後子供教室の充実

小中学生の心身の健やかな成長への支援

子育てしながら働きやすい職場環境の整備

家庭内における子育てへの参画

（父親の意識啓発など）の促進

児童虐待対策の推進

子育てへの経済的支援の充実

その他

特に必要なものはない

無回答 全体 (n=419)
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放課後児童クラブ・放課後子ども教室への要望は、「現在のままでよい」が47.1％と最も

高くなっています。次に、「定員を増やしてほしい」が22.9％、「指導内容を工夫してほし

い」が14.3％となっています。

22.9 

10.0 

12.9 

14.3 

24.3 

47.1 

2.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

定員を増やしてほしい

保育時間を延長してほしい

施設・設備を改善してほしい

指導内容を工夫してほしい

その他

現在のままでよい

無回答 全体 (n=70)
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子育て環境や支援への満足度は、「まあまあ満足」が56.6%と最も高く、「満足」と合わ

せると62.6％となります。一方、「やや不満」は29.6％、「不満」と合わせると35.2％と

なります。

満足・まあまあ満足と回答した理由は、「自然環境が良い」が37.7％で最も高く、次に、

「家から近いところで働けるので仕事と子育てが両立しやすい」が32.3％、「地域の人や知

人が何かと助けてくれる」が31.7％となっています。

6.0 

56.6 

29.6 

5.6 

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

満足

まあまあ満足

やや不満

不満

無回答 全体 (n=267)
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32.3 

9.0 

19.2 

37.7 

7.2 

4.2 

4.2 

8.4 

20.4 

6.0 

1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

地域の人や知人が何かと助けてくれる

家から近いところで働けるので仕事と子育て

が両立しやすい

教育環境が良い

住宅事情が良い

自然環境が良い

子育てについての情報を得やすい

子育てについて相談できる場が身近にある

保育サービスが充実している

子どもの遊び場が多い

子育てについて職場の理解がある

その他

無回答 全体 (n=167)



29

やや不満・不満と回答した理由は、「子どもの遊び場が少ない」が72.3％で最も高く、次

に、「教育環境に不満がある」が27.7％、「近くに仕事が少なく、仕事と子育ての両立がむ

ずかしい」「子育てについての情報が得にくい」が20.2％となっています。

10.6 

20.2 

27.7 

3.2 

6.4 

20.2 

10.6 

17.0 

72.3 

4.3 

23.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

地域の人や知人の助けがあまりない

近くに仕事が少なく、仕事と子育ての両立が

むずかしい

教育環境に不満がある

住宅事情に不満がある

自然環境に不満がある

子育てについての情報が得にくい

子育てについて相談できる場が身近にない

保育サービスが不足している

子どもの遊び場が少ない

子育てについて職場の理解が少ない

その他

無回答 全体 (n=94)



30

子育てしやすいまちづくりの施策として、「子育てへの経済的支援の充実」が49.8％と最

も高く、次に、「小児医療体制の充実」が47.9％、「小中学生の心身の健やかな成長への支

援」が33.3％となっています。

12.4 

47.9 

24.0 

3.0 

8.2 

9.4 

3.7 

28.8 

33.3 

25.5 

4.1 

6.0 

49.8 

4.1 

1.1 

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

母子保健サービス（乳幼児健康診査や

予防接種など）の充実

小児医療体制の充実

乳幼児の遊び場（公園や児童館など）の整備

親同士の交流や地域の子育て支援活動への

支援

子育てに関する相談や情報提供の充実

保育所等の充実

幼稚園の充実

放課後児童クラブや放課後子供教室の充実

小中学生の心身の健やかな成長への支援

子育てしながら働きやすい職場環境の整備

家庭内における子育てへの参画

（父親の意識啓発など）の促進

児童虐待対策の推進

子育てへの経済的支援の充実

その他

特に必要なものはない

無回答 全体 (n=267)



31

家や学校以外に「ここに居たい」と感じる場所は、「友だちの家」が54.6％と最も高くな

っています。次に、「おじいさん・おばあさん・親せきの家」が51.4％、「公園や自然の中

で遊べる場所」が37.7％となっています。

51.4 

54.6 

5.1 

23.2 

37.7 

16.3 

36.6 

4.1 

5.3 

36.1 

9.6 

4.0 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80%

おじいさん・おばあさん・親せきの家

友だちの家

放課後児童クラブ

習い事（スポーツ少年団を含む）や塾などの場所

公園や自然の中で遊べる場所

図書館や公民館などの施設

ショッピングモールやファーストフードなどのお店

地域の人が開いている場所（こども食堂を含む）

悩みごとの相談にのってくれる、サポートしてくれる

場所（電話やオンラインを含む）

オンライン空間（SNS、オンラインゲームなど）

ここに居たいと感じる場所はない

その他

無回答 全体 (n=1,281)



32

居場所として行ってみたいと思う場所は、「好きなことをして自由に過ごせる場所」が

77.0％と最も高くなっています。次に、「いつでも行きたいときに行ける場所」が72.4％、

「友だちと一緒に過ごせる場所」が68.9％となっています。

嫌なことや心配なこと、困っていること、悩んでいることは、「学校や勉強のこと」が38.2％

と最も高くなっています。次に、「嫌なこと、悩んでいることはない」が32.7％、「進学・

進路のこと」が30.8％となっています。

72.4 

58.4 

46.8 

77.0 

36.9 

20.7 

68.9 

4.9 

1.3 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いつでも行きたいときに行ける場所

ひとりで過ごせたり、何もせずのんびりできたりする

場所

ありのままでいられる、自分を否定されない場所

好きなことをして自由に過ごせる場所

新しいことを学べたり、やりたいことにチャレンジで

きたりする場所

悩みごとの相談にのってくれる大人がいる場所

友だちと一緒に過ごせる場所

家や学校以外に行ってみたいと思う場所はない

その他

無回答 全体 (n=1,281)

12.0 

38.2 

6.5 

25.1 

18.4 

11.3 

30.8 

32.7 

1.8 

4.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

家庭のこと

学校や勉強のこと

クラブ活動のこと

自分のこと（外見や体型など）

友だちのこと

好きな人のこと

進学・進路のこと

嫌なこと、悩んでいることはない

その他

無回答 全体 (n=1,281)



33

嫌なことや心配なこと、悩んでいることなどがあったときの相談相手は、「お父さん・お

母さん」が67.9％と最も高くなっています。次に、「学校の友だち」が61.5％、「きょう

だい」が27.4％となっています。なお、「誰にも相談したり、助けてもらったりしようと思

わない」の割合は7.9％となっています。

「誰にも相談したり、助けてもらったりしようと思わない」理由は、「誰にも知られたく

ないことだから」が32.7％と最も高くなっています。次に、「自分ひとりで解決するべきだ

と思うから」が31.7％、「相談しても解決できないと思うから」が27.7％となっています。

67.9 

27.4 

20.1 

61.5 

16.5 

10.4 

24.1 

1.9 

2.6 

1.7 

9.8 

7.9 

1.7 

1.2 

0% 20% 40% 60% 80%

お父さん・お母さん

きょうだい

おじいさん・おばあさん・親せき

学校の友だち

学校以外の友だち

先輩や後輩

学校の先生

スクールカウンセラーなど学校にいる専門家

地域の人

病院や相談できる場所などにいる専門家

インターネットなどを通じて知り合った人

誰にも相談したり、助けてもらったりしようと思わない

その他

無回答 全体 (n=1,281)

27.7 

31.7 

32.7 

9.9 

11.9 

8.9 

2.0 

23.8 

22.8 

1.0 

23.8 

9.9 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40%

相談しても解決できないと思うから

自分ひとりで解決するべきだと思うから

誰にも知られたくないことだから

自分が変な人に思われるのではないかと不安だから

自分の欠点や失敗を悪く言われそうだから

何を聞かれるか不安に思うから

嫌なこと、できないことをするように言われそうだから

相手にうまく伝えられないから

裏切られたり、失望するのが嫌だから

お金がかかると思うから

特に理由はない、わからない

その他

無回答 全体 (n=101)



34

ふだん家にいるときの時間の使い方は、「ゲームをする」が76.5％と最も高くなっていま

す。次に、「テレビを見る」が70.4％、「勉強をする」が60.7％となっています。

家で行っている手伝いは、「家事（料理や買い物、そうじ、洗濯など）」が92.1％と最も

高くなっています。次に、「きょうだいのめんどうをみることや、送り迎えなど」が28.0％、

「家族のお風呂・トイレのお世話」が23.8％となっています。

70.4 

2.7 

20.8 

35.6 

76.5 

60.7 

44.7 

52.1 

0.7 

6.7 

0.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

テレビを見る

ラジオを聴く

本や新聞を読む

マンガを読む

ゲームをする

勉強をする

家の手伝いをする

インターネットをする

あてはまるものはない

その他

無回答 全体 (n=1,281)

92.1 

28.0 

10.1 

23.8 

6.1 

4.9 

2.3 

1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家事（料理や買い物、そうじ、洗濯など）

きょうだいのめんどうをみることや、送り迎えなど

家族が病院に行くのに付き添う

家族のお風呂・トイレのお世話

病気などで目が離せない家族の見守りをする

家族の通訳をする（日本語や手話など）

その他

無回答 全体 (n=572)



35

外出頻度は、「学校や習い事で平日は毎日、外に出かける」が53.5％と最も高くなってい

ます。次に、「学校や習い事で週に３～４日、外に出かける」が17.0％、「学校や習い事で

週に１～２日、外に出かける」が11.8％となっています。「ふだんは家にいるが、人づきあ

いやしゅみなどの用事のときだけ外に出かける」から「自分の部屋からほとんど出ない」ま

での選択肢をあわせた『外出頻度が少ない』の割合は16.4％となっています。

外出頻度が少なくなった主な理由は、「特に理由はない」が51.2％と最も高くなっていま

す。次に、「わからない」が28.4％、「まわりの人とのつき合いがうまくいかなかったこと」

が8.5％となっています。

53.5 

17.0 

11.8 

9.1 

3.2 

3.0 

1.1 

1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

学校や習い事で平日は毎日、外に出かける

学校や習い事で週に３～４日、外に出かける

学校や習い事で週に１～２日、外に出かける

ふだんは家にいるが、人づきあいやしゅみなどの用事の

ときだけ外に出かける

ふだんは家にいるが、近くのコンビニなどには出かける

自分の部屋からは出るが、家からは出ない

自分の部屋からほとんど出ない

無回答 全体 (n=1,281)

5.7 

5.2 

1.9 

1.4 

8.5 

1.4 

1.4 

5.2 

51.2 

28.4 

8.5 

3.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

学校にうまくなじめなかったこと

小学生のときの不登校

中学生のときの不登校

受験がうまくいかなかったこと

まわりの人とのつき合いがうまくいかなかったこと

病気

家族の看病やお世話をすることになったこと

新型コロナウイルスが流行したこと

特に理由はない

わからない

その他

無回答 全体 (n=211)



36

住んでいるまちや身のまわりの生活などをより良くするための意見の提案方法は、「アン

ケート調査などの質問に答える」が56.1％と最も高くなっています。次に、「考えたことが

ない・わからない」が31.9％、「グループで意見を出し合って発表する」が24.9％となっ

ています。

56.1 

17.3 

13.7 

11.8 

24.9 

21.8 

31.9 

1.1 

1.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

アンケート調査などの質問に答える

公共施設の意見箱に自分の考えを書く

メールやSNSで自分の考えを送る

子どもの意見交換会や意見発表会などに参加する

グループで意見を出し合って発表する

クラスや学校で意見を集めて代表者に発表してもらう

考えたことがない・わからない

その他

無回答 全体 (n=1,281)



37

現在の婚姻状況は、「未婚」が89.0％と最も高くなっています。次に、「配偶者あり」が

7.1％、「配偶者と死別」が0.6％となっています。

結婚していない理由は、「まだ若すぎる（結婚できる年齢ではない場合を含む）」が68.6％

と最も高くなっています。次に、「まだ必要性を感じない」が21.2％、「お金に不安がある」

が19.7％となっています。

89.0 

7.1 

0.6 

0.0 

3.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未婚

配偶者あり

配偶者と死別

配偶者と離別（離婚）

無回答 全体 (n=154)

68.6 

21.2 

18.2 

15.3 

19.0 

8.0 

19.7 

0.7 

1.5 

2.2 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80%

まだ若すぎる（結婚できる年齢ではない場合を含む）

まだ必要性を感じない

仕事（学業）に打ち込みたい

ひとりの方が気楽だから

結婚したい相手にめぐりあわない

異性とうまく付き合えない

お金に不安がある

親や周囲が同意しない

答えたくない

その他

無回答 全体 (n=137)



38

今後の結婚願望は、「現在、予定はないが、ぜひしたい」が42.3％と最も高くなっていま

す。次に、「現在、予定はないが、できればしたい」が23.4％、「どちらでもいいと思う」

が19.0％となっています。一方、「どちらかといえば、したくない」と「したくない」をあ

わせた割合は9.5％となっています。

将来、子どもを持つことへの希望は、「いずれは持ちたい」が50.6％と最も高くなってい

ます。次に、「（これ以上）こどもを持つことは望んでいない」が22.7％、「２～３年以内

に持ちたい」が11.0％となっています。

3.6 

42.3 

23.4 

19.0 

5.1 

4.4 

1.5 

0.0 

0.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

現在、既に予定がある・決まっている

現在、予定はないが、ぜひしたい

現在、予定はないが、できればしたい

どちらでもいいと思う

どちらかといえば、したくない

したくない

答えたくない

その他

無回答 全体 (n=137)

4.5 

11.0 

7.8 

50.6 

22.7 

3.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

すぐにでも持ちたい

２～３年以内に持ちたい

５年以内に持ちたい

いずれは持ちたい

（これ以上）こどもを持つことは望んでいない

無回答 全体 (n=154)



39

嫌なことや心配なこと、困っていること、悩んでいることは、「学校の勉強や授業のこと」

が42.2％と最も高くなっています。次に、「嫌なこと、悩んでいることはない」が22.7％、

「経済的な困窮」が20.8％となっています。

嫌なことや心配なこと、悩んでいることなどがあったときの相談相手は、「家族・親族」

「友人・知人」が63.6％と最も高くなっています。次に、「恋人・パートナー」が24.7％、

「誰にも相談したり、助けてもらったりしようと思わない」が9.1％となっています。

9.1 

20.8 

42.2 

19.5 

14.9 

12.3 

6.5 

9.1 

22.7 

5.2 

3.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

家庭内の不和・孤立

経済的な困窮

学校の勉強や授業のこと

学校の人間関係

仕事での失敗・うまくいかないこと

職場での人間関係

身体的な病気・ケガ

精神的な病気

嫌なこと、悩んでいることはない

その他

無回答 全体 (n=154)

63.6 

24.7 

63.6 

5.8 

0.6 

0.6 

0.6 

0.6 

7.8 

9.1 

0.6 

3.2 

0% 20% 40% 60% 80%

家族・親族

恋人・パートナー

友人・知人

職場の人

地域の人

町役場などの行政機関

福祉サービス事務所などの職員

民間の相談窓口

インターネットなどを通じて知り合った人

誰にも相談したり、助けてもらったりしようと思わない

その他

無回答 全体 (n=154)



40

成人（18歳）になる前に、家族のお世話をした経験の有無は、「ある」が4.5％、「ない」

が93.5％となっています。

お世話の内容は、「家事（料理や買い物、そうじ、洗濯など）」「家族のお風呂・トイレ

のお世話」が57.1％と最も高くなっています。次に、「病院に行くのに付き添う」「病気な

どで目が離せない家族の見守りをする」が42.9％となっています。

4.5 

93.5 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある（現在未成年で今もしている場合を含む）

ない

無回答 全体 (n=154)

57.1 

28.6 

42.9 

57.1 

42.9 

14.3 

28.6 

0.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

家事（料理や買い物、そうじ、洗濯など）

きょうだいのめんどうをみることや、送り迎えなど

病院に行くのに付き添う

家族のお風呂・トイレのお世話

病気などで目が離せない家族の見守りをする

家族の通訳をする（日本語や手話など）

家計を支えるためのアルバイトや労働

その他

無回答 全体 (n=7)



41

成人（18歳）になる前に経験したことは、「いずれも経験したことがない」が48.7％と

最も高くなっています。次に、「いじめを受けていたことがある」が28.6％、「両親が離婚

した（未婚も含む）」が17.5％となっています。

住んでいるまちや身のまわりの生活などをより良くするための意見の提案方法は、「アン

ケート調査などの質問に答える」が57.1％と最も高くなっています。次に、「メールやSNS

で自分の考えを送る」が53.2％、「公共施設の意見箱に自分の考えを書く」が22.1％とな

っています。

17.5 

1.3 

11.7 

3.2 

28.6 

8.4 

48.7 

2.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

両親が離婚した（未婚も含む）

母または父が亡くなった

経済的に困っていたことがある

親から虐待されていたことがある

いじめを受けていたことがある

不登校になったことがある

いずれも経験したことがない

無回答 全体 (n=154)

57.1 

22.1 

53.2 

13.6 

6.5 

19.5 

11.0 

2.6 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80%

アンケート調査などの質問に答える

公共施設の意見箱に自分の考えを書く

メールやSNSで自分の考えを送る

子ども・若者の意見交換会や意見発表会などに参加する

グループで意見を出し合って発表する

学校や団体で意見を集めて代表者に発表してもらう

考えたことがない・わからない

その他

無回答 全体 (n=154)



42

１号認定（３歳以上保育の必要なし等）は、量の見込みを上回る幼稚園及び認定こども園

の定員総数が町内で確保されています。

２号認定（３歳以上保育の必要あり）は、令和２年度では町内の保育所及び認定こども園

等の定員総数が量の見込みを下回っています。令和３年度以降は量の見込みを上回る定員総

数が町内で確保されていますが、量の見込みを上回る利用があったため、不足分は町外の施

設等の利用となっています。

３号認定（３歳未満保育の必要あり）は、０歳では量の見込みを上回る保育所及び認定こ

ども園等の定員総数が町内で確保されていましたが、０歳は出生月の関係で途中入園が多く、

徐々に利用が増えるため、不足分は町外の施設等の利用となっています。１・２歳は定員総

数が量の見込みや実際の利用を下回っており、同様に、不足分は町外の施設等の利用となっ

ています。

※1：１号認定には、保育の必要ありの幼稚園利用者を含む

※2：（ ）内の数字は、同年度の３月１日時点の実績（申込者数）
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一時預かり事業【保育所その他の場所での一時預かり（幼稚園型以外）】は、量の見込み

を大きく下回る実績となっています。地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター事業）

は、令和３年度までは量の見込みを大きく下回る実績となっていますが、令和４年度以降は

量の見込みに近い実績となっています。

また、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）は、令和３年度

までは量の見込みを上回っていましたが、令和４年度以降は量の見込みを大きく下回ってい

ます。

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）は、量の見込みに近い実績となっています。

なお、子育て短期支援事業と病児・病後児保育事業は、利用実績はありませんでした。
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こども基本法は、日本国憲法および児童の権利に関する条約の精神にのっとり、全てのこ

どもが、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、こども政策を

総合的に推進することを目的とし、こども施策の基本理念のほか、こども大綱の策定やこど

も等の意見の反映などについて定めています。

本計画は、「第２期上里町子ども・子育て支援事業計画」の基本理念を継承しつつ、新た

にこども大綱で示された「こどもまんなか社会」の実現を基本理念とするものです。

「地域も子育て親育ち」には、これから子育てをする親、現在子育て中の親、全ての親が

子育ての喜びと幸せを感じて成長することが、こどものより良い成長と幸せにつながると考

え、子育ての基盤である全ての家庭を地域社会全体で支援していくという意味を込めていま

す。

また、「こどもが健やかで幸せに成長できる、『こどもまんなか』の町」は、本計画及び計

画に基づいた町の子ども・子育て支援施策が、こどもや若者の視点に立ち、こどもにとって

最善の利益を第一に考え、当事者の意見を施策に反映する「こどもまんなか社会」の実現を

目指すものであることを表しています。

こども家庭庁 こどもまんなかマーク
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本計画では、基本理念を実現するために、次の４点を基本的な視点とし、計画を推進して

いきます。

■「父母その他の保護者は、子育てについての第一義的責任を有する」という基本的認識と、

家庭は教育の原点であり、出発点であるとの認識の下、子ども・子育て支援を実施します。

■地域が保護者に寄り添い、子育てへの負担や不安、孤立感を和らげることで、保護者が自

己肯定感を持ちながら、子育てやこどもの成長に喜びや生きがいを感じることができるよ

うな支援に努めます。

■こども・若者を権利の主体として認識し、こども・若者の今とこれからにとっての最善の

利益を図ることで将来にわたって幸せに暮らせるよう、「こどもまんなか」の視点をもって

取り組みます。

■障害、疾病、虐待、貧困など、配慮や支援の必要性が高いこどもやその家族のほか、外国

籍のこどもや妊産婦などを含め、全てのこどもや子育て家庭を支援の対象とします。

本計画では、４つの基本目標を掲げ、基本理念の実現を目指します。

安心してこどもを生み育てられるよう、全てのこどもと妊産婦の健康を確保し、妊娠、出

産、子育てまで切れ目ない支援を行います。

こどもが健やかに成長でき、それぞれのこどもや家庭に合った子育て支援事業、教育事業

を充実させていきます。

こども・子育てにかかる不安や負担を軽減し、すべてのこどもが夢や希望をもって成長で

きるよう、多様な子育て支援を推進していきます。

全てのこども・若者を権利の主体として認め、意見を表明する機会を確保し、ともにまち

づくりを進めていくための仕組みを構築します。また、多様な価値観、個性を尊重できる社

会環境づくりを推進します。
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本計画の施策体系は、次のとおりです。
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妊娠や出産に関する支援を強化し、安心してこどもを生むことができる環境づくりを図り

ます。

乳幼児の発育や発達に関する親の不安を解消するための支援を実施します。



48

こどもが健やかに成長できるよう、関係機関と連携しながら母子保健事業を推進します。



49

共働き家庭が増えていることから、働きながら子育てができるよう、ワークライフバラン

スの実現を支援していきます。

保育所
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各小学校区に設置している児童館等において、放課後や長期休暇中のこどもたちが安心し

て過ごせる居場所づくりを強化していきます。

いじめからこどもたちを守るとともに、悩みのあるこどもにカウンセリングなどの必要な

対応を行い、それぞれの個に応じた「心の居場所」の確保を図ります。



51

ニーズの高い子育て家庭への経済的支援について、国・県の制度を推進するとともに、町

独自の切れ目のない経済的支援を充実させていきます。
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子育てに必要な情報提供と相談体制を充実させ、地域における見守り体制の強化を図り、

子育て家庭の精神的な不安や孤立の解消につなげていきます。

こども・若者が地域と連携し、多様な体験・交流活動を通じて健全に成長できるよう支援

していきます。
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こども・若者を社会の一員として尊重し、まちづくりに参画できるよう、意見を表明でき

る機会を確保します。

性別や国籍等に関わらず、一人ひとりの権利が尊重され、個性や能力が発揮できる社会の

実現を目指します。
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こどもの発育、発達に不安がある保護者や施設等への相談に対応し、支援につなげていき

ます。

障害のあるこどもが安心して地域で生活できるよう、こどもの特性に応じた支援をしてい

きます。
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こどもの将来が生まれ育った環境によって左右されることのないよう、また、貧困が世代

を超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備や教育の機会均等を図ります。

児童虐待の発生予防、早期発見及び早期対応、またこどもが遊びや学びの機会を奪われる

ことのないよう関係機関との連携を強化していきます。
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本町の教育・保育提供区域の設定にあたっては、区域内の量の調整に柔軟に対応できるこ

とや、利用者の細かなニーズ（勤務状況に合わせた保育所利用、教育・保育の特性を踏まえ

た選択肢）に柔軟に対応できることなどのメリットから、第２期上里町子ども・子育て支援

事業計画（令和２年３月策定）では、町全域を１つの区域としており、今回の第３期計画に

おいてもこの区域設定を継続します。

国から示された基本指針等に沿って、幼児期の教育・保育について「量の見込み」を定め

ます。

また、設定した量の見込みに対応するよう、特定教育・保育施設、特定地域型保育事業の

確保方策及び実施時期を設定します。
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量の見込みを設定し、確保方策及び実施時期を設定する事業は次のとおりです。

※1 企業主導型保育施設は、企業が従業員のために設置する保育施設や、地域の企業が共同で設置・利用する保
育施設のことで、従業員以外の子どもを受け入れる枠（地域枠）を設けることができます。

※2 一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）は、幼稚園において保育を必要とする２歳児を定期的に受け入れる事業です。
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幼児期の教育・保育の量の見込み、特定教育・保育施設、特定地域型保育事業の確保方策

及び実施時期を次のとおり設定します。

本町の場合は、勤務場所等の都合で町外の保育所等を希望し利用する（広域利用）保護者

が比較的多い傾向にあります。そのため、量の見込みと確保方策に生じる差については、保

育入所の円滑化の実施や近隣市町の広域利用により解消を図ります。

1号認定（3歳以上保育の必要なし。保育の必要ありで幼稚園希望を含む）は、量の見込み

とともに、特定教育・保育施設（幼稚園・認定こども園）、確認を受けない幼稚園（新制度

に未移行の幼稚園）による確保方策等を次のとおり設定します。

２号認定（３歳以上保育の必要あり）は、量の見込みとともに、特定教育・保育施設（保

育所・認定こども園）、認可外保育施設による確保方策等を次のとおり設定します。
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３号認定（３歳未満保育の必要あり）は、量の見込みとともに、特定教育・保育施設（保

育所・認定こども園）、認可外保育施設による確保方策等を次のとおり設定します。

国から示された基本指針等に従って、計画期間における保育を希望する０～２歳児童の割

合を次のとおり定めます。
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国から示された基本指針等に従って、計画期間における地域子ども・子育て支援事業の量

の見込みを定めます。

なお、量の見込みは第２期計画期間の事業実績や推計児童人口等に基づき設定し、設定し

た量の見込みに対応するよう、事業ごとに確保方策及び実施時期を設定します。

量の見込みを設定し、確保方策及び実施時期を設定する事業は次のとおりです。
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地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、確保方策及び実施時期を次のとおり設定しま

す。

利用者支援事業は、子ども・子育て支援に係る情報提供、利用希望に基づく相談について、

子ども又は子どもの保護者が身近な場所で必要なときに支援が受けられる事業を行います。

町の子育て共生課及び上里町保健センター内に設置したこども家庭センターにおいて、本

事業を実施します。

地域子育て支援拠点事業は、公共施設や保育所等の地域の身近な場所で、子育て中の親子

の交流・育児相談等の基本事業を実施するものです。

平成31年度に開設した子育て支援センターを含め、町内２か所で実施します。

妊婦健康診査は、母子保健法第13条で、自治体が必要に応じて妊婦に対して健康診査を行

うことを規定されていることを根拠に実施している事業です。
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乳児家庭全戸訪問事業は、生後４か月までの乳児のいる家庭に助産師・保健師が訪問し、

育児相談、子育て支援に関する情報提供や養育環境の把握等を行う事業です。

養育支援訪問事業は、養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養

育能力を向上させるための支援（相談支援、育児・家事援助など）を行う事業です。

令和６年度現在、事業としては未実施で、保健師や担当部署の職員が同様の業務を行って

おり、今後は需要に応じて事業実施を検討します。

子育て短期支援事業（ショートステイ）は、保護者の疾病や仕事等により、家庭において

子どもを養育していくことが一時的に困難な場合等に、児童養護施設など保護を適切に行う

ことができる施設において養育・保護を行います。

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター）は、児童の預かり等の援助

を希望する者（依頼会員）と、援助を行うことを希望する者（提供会員）との相互援助活動

に関する連絡・調整を実施する事業です。
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一時預かり事業は、家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼児

について、主として昼間において、保育所その他の場所で一時的に預かる事業です。

延長保育事業は、保育認定を受けた子どもについて、通常の保育時間外に認定こども園、

保育所等の保育を実施する事業です。
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病児・病後児保育事業は、地域の児童が発熱等で急に病気になった場合、病院・保育所等

に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に保育する事業、及び保育中に体

調不良となった児童を保育所の医務室等で看護師等が緊急的な対応等を行う事業です。

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）は、放課後、自宅に帰っても保護者がいな

い小学生に、遊びを主とする健全育成活動を行う事業です。

実費徴収に係る補足給付を行う事業は、各施設事業者において実費徴収を行うことができ

ることとされている①食事の提供に要する費用及び②日用品、文房具等の購入に要する費用

等について、低所得世帯を対象に費用の一部を補助する事業です。
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多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業は、幼稚園、保育所等への民間

事業者の参入の促進に関する調査研究、その他多様な事業者の能力を活用した幼稚園、保育

所等の設置又は運営を促進するための事業です。

令和６年度現在、事業は未実施であり、必要に応じて新規参入の事業者を支援します。

要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象に、訪問し、子育てに関する

情報の提供、家事・養育に関する援助等を行う事業です。

養育環境等の課題（虐待リスクが高い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童を対象に、

児童の居場所となる拠点を開設し、児童に生活の場を与えるとともに児童や保護者への相談

等を行う事業です。

令和６年度現在、事業としては未実施で、今後需要に応じて事業実施を検討しつつ、必要

に応じて新規参入の事業者の支援も行っていきます。

要支援児童、要保護児童及びその保護者等を対象に、親子間の適切な関係性の構築を目的

とし、子どもの発達の状況等に応じた支援を行う事業です。

令和６年度現在、事業としては未実施で、今後需要に応じて事業実施を検討しつつ、必要

に応じて新規参入の事業者の支援も行っていきます。

妊娠期から妊産婦等に寄り添い、出産・育児等の見通しを立てるための面談や継続的な情

報発信等を行うとともに、必要な支援につなぐ伴走型相談支援を行う事業です。



67

保護者の就労を問わず、保育所等に入園していない０歳６か月から３歳未満を対象として、

月10時間まで時間単位で柔軟に保育所などを利用できる事業です。

出産後１年以内の母子に対して、助産師等の専門職が心身のケアや育児サポート等の支援

を行う事業です。



68

本町は、保育所と幼稚園でこれまで培ってきた知識・技能を活かしつつ、幼児期における

子ども一人ひとりの育ちを支援する質の高い教育・保育を一体的に提供します。

質の高い教育・保育の一体的な提供にあたっては、需給バランスを考慮しながら、基本的

には施設及び運営事業者の意向を尊重し、既存施設の認定こども園への移行を積極的に推進

することで、保護者の就労の有無に関わらず地域の子どもや家庭が利用できる施設として、

育ちと学びの連続性を踏まえた教育・保育を受けることができるようにします。

また、幼児期の教育と小学校教育との円滑な接続を図り、いわゆる小１プロブレムを解消

するため、保幼小連絡協議会を充実します。

本町は、保護者が産休・育休明けの希望する時期に円滑に教育・保育施設、特定地域型保

育事業を利用できるよう、休業中の保護者に対して情報提供するとともに、計画的に教育・

保育施設、特定地域型保育事業を推進します。

本町は、児童虐待防止対策の充実、母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進、障害児など

特別な支援が必要な子どもの施策の充実など、県が行う施策との連携を図るとともに、子育

て世代包括支援センターや今後整備を検討する子ども家庭総合支援拠点を通じて、町の実情

に応じた施策を関係する各機関と連携を密にして展開します。

本町は、仕事と生活の調和の実現のために、働き方改革を促進するため、県、地域の企業、

労働者団体、労働局、子育て支援活動を行う団体等と連携しながら、地域の実情に応じた取

組を進めます。

本町は、幼稚園、保育所、認定こども園でこれまで培ってきた知識・技能を活かしつつ、

幼児期における子ども一人ひとりの育ちを支援する質の高い教育・保育を一体的に提供する

ため、研修や会議等を通じて異なる施設相互の連携を強化しつつ、町内の施設全体として、

小学校就学後を見据えた教育・保育の連続性・一貫性を確保します。

また、幼児教育・保育等における専門性の向上を図るため、幼児教育の専門的な知見や豊

富な実践経験を有する専門職（幼児教育アドバイザー）を育成・確保し、配置するための体

制整備に取り組みます。
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町では、多文化共生の推進をしており、外国語による町ホームページの翻訳など、行政サ

ービスの多言語化・多文化対応を進めるとともに、子どもも含めた外国人住民の生活課題の

把握に努めながら、きめ細やかな生活支援を推進します。

また、本町の特色として日系ブラジル人を中心に約1,000人の外国人が生活しており、町

内の保育施設等に通う外国人の子どもに対してもどのような支援が必要か検討を進めます。

今後も国際化の進展を踏まえて、地域における外国人等の在住状況や出身地域等を踏まえ

つつ、本町で安心して出産や子育てができるよう、保護者及び教育・保育施設等に対する支

援を検討します。

令和元年10月から、国における幼児教育・保育の無償化が開始され、幼稚園、認可外保育

施設、預かり保育事業、一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業を対象と

して、その対象施設等を利用した際の費用を支給する「子育てのための施設等利用給付」が

創設されました。

新たに始まった施設等利用給付については、円滑に給付事務を実施するため、保護者の経

済的負担の軽減や利便性を考慮しつつも、適正に施設の確認、給付認定、給付決定を行いま

す。

また、施設の確認、公示、指導監査等については、県と情報共有、連携し、円滑な施設等

利用給付の実施に努めます。
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本計画の推進にあたって、町内の関係機関と連携して横断的な施策に取り組むとともに、

保育所・幼稚園・認定こども園などの子ども・子育て支援事業者、学校、企業、町民と連携

して、多くの方の意見を取り入れながら取組を広げていきます。

また、社会情勢の急速な変化にも柔軟に対応し、事業に的確に反映します。

新たな課題についても、積極的に早期に取り組んでいきます。

本計画に定めた各種事業は、その進捗状況を毎年度点検・評価します。

点検・評価にあたっては、「上里町子ども・子育て会議」がその中心を担い、結果は町民

へ公表します。


